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市が行っている事は、公開･公表が原則です。
桑名市議会は閉会中ですが、行政の各種の委員会や審議会が行われています。　　　先週は、上下水道事業経営審議会、空家等対策協議会、環境審議会が行われました。来週１０月２５日（火）には、「学校教育あり方検討委員会」も予定されています。会議だけでなく、内容の情報公開が求められています。

１０月１１日（火）上下水道事業経営審議会（第３回）
（１）現行料金体系と現状分析の説明
水道料金については、
1 県内各市や類似団体（全国の同じ様な人口規模や産業構造等の市）と比較して安い。
2 用途別（湯屋営業用、学校プール用、臨時用、一般用）の料金体系を取っている。ただし一般用が９９％です。
3 基本料金（口径別）と従量料金（２０㎥を超える分は使用量に応じて加算される）からなっている。
4 基本水量を設定している。（２ヶ月２０㎥まで従量料金が発生しない）
5 料金の主な割合は、一般住宅の基本料金が２１％、一般住宅の従量料金が４１％、事業所等の従量料金が２８％です。（残り１０％）
下水道使用料については、
1 県内各市や類似団体の平均値より高い。
2 基本使用料（口径問わず一律）と従量使用料からなっている。
3 基本水量の設定がない。
4 一般住宅（水量ランク２１～８０㎥で）５０％、事業所等、水量ランク２０１㎥以上で３２％です。（残り１８％）
（２）料金の算定についての説明
①料金決定の流れは以下のとおり
第１回　投資・財政計画の策定（６月３０日）
・事業を継続するに当たり、今後必要な投資と必要額の見通し。
・投資や収入、企業債残高の見通し。
第２回　料金水準の算定（９月６日）
・事業を行うための財源として、料金収入がどれだけ必要となるかを確定。（水道事業で年間５.２憶円増、下水道事業で年間３.６憶円増）
第３回（今回）　料金体系の決定を狙う（１０月１１日）
・必要な料金収入を使用者間でどの様に割り振り、負担するか決定。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
②料金体系については
・基本料金と従量料金の２本立て
　【基本料金】使用の有無にかかわらず負担、固定的経費を回収する。
　【従量料金】使用水量に応じて負担、変動的な経費を回収する。
・費用を需要家費･固定費･変動費に分解して、基本料金と従量料金に配分する。
・水道料金の比率は、日本水道協会の料金算定要領をもとに算出。
・下水道使用料の比率は、日本下水道協会の下水道使用料算定の基本的考え方をもとに算出。
（３）具体的改定案（平均型、値上げ）が示される
水道事業２８％増で年間５.２憶円増、下水道事業２１％増で年間３.６憶円増を見込んで料金に配賦する。
今後、基本料金・基本水量・重量料金について、検討していく。

１０月１２日（水）空家等対策協議会（第２回）

議題は２つ。第１回で提案が有り、委員の意見等を取り入れての再提案です。
（１）桑名市空家等対策計画（案）について

（２）桑名市空家等指導要綱（案）について

再度修正して、「パブコメ」を実施するそうです。でも次回の会議は１２月中旬と言うから時間はありません。指導について要綱では駄目です。議会軽視です。是非、条例化を訴えて行きます。（要綱には市長の調査権や代執行が書かれています。）なお、資料は前回に続いて配布されませんでした。（パワーポイントで見てくれと言う事でしたが、うまく作動せず傍聴者には見れませんでした。印刷する紙の経費がないそうです。）
１０月１４日（金）環境審議会（第１回）

議題２つ。
１、環境に関する取り組みについて　桑名市の環境（平成２７年度版）
測定値等が報告されたが、川の大腸菌汚染（基準以上）と騒音や振動の道路等の測定する場所が、年次で変わってきているのが不思議でならない。大腸菌汚染があるのならば、ちゃんと原因を究明し、対策を打たなければいけない。測定場所も一定にして継続的に実施しなければいけない。
２、桑名･員弁広域連合の環境に関する取組状況について　桑名･員弁広域環境基

本計画年次報告書（平成２７年度）
時間の都合で聞けなかったが、評価をちゃんとして公表し、疑問に答えなければいけない。桑名･員弁広域連合事務局から報告があったようだが、連合議会では聞いてない。連合議会の議員として、どう報告するのか伺いたい。　　　　　　　　　　　　　

配布された資料はすべて回収されました。
国会論戦　日本共産党は、安倍政権の暴走政治と正面から対決します。
１、戦争法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安倍政権は、緊迫する南スーダンを「平穏」だと言って、「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」の新任務を与えた自衛隊の派兵を予定しています。　　　　　　　　日本共産党の笠井亮議員は、防衛省の内部文書（２０１４年）は、南スーダンに派遣される自衛隊部隊が、「至近距離射撃訓練」など“命のやりとり”にかかわる訓練をしている事実を示し、政府のごまかしを突き崩しました。２０１４年１月に起きた自衛隊宿営地そばでの発砲事件の際に、現地派遣隊長が「『各自あるいは部隊の判断で命を守るために撃て』と命令を発した」と証言していることを紹介しました。政府は「南スーダンでの武力衝突は戦闘行為ではない」、「新任務を付与してもリスクは高まるということではない」と言い逃れようとしました。　　　　　　南スーダンの自衛隊部隊を視察した稲田防衛相が「首都ジュバは落ち着いている」答弁した日、「南スーダンで民間人２１人が死亡」というニュースが流れました。　　１１月に南スーダンに派遣される陸自第９師団第５連隊（青森市）の家族は「あんな苦しい戦争の思いを孫たちにさせたくない」などと悲痛な声をあげています｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党は、危険を伴う新任務付与を批判し、南スーダンからの自衛隊の撤退を求めています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２、沖縄米軍基地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安倍政権は米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）で建設を強行しているオスプレイパッド（着陸帯）工事を年内に完了させようと狙っています。　　　　　　　日本共産党の赤嶺政賢議員の追及から、安倍首相が所信表明演説で胸を張った「０・９６ヘクタールの着陸帯建設による北部訓練場の４千ヘクタールが返還」が大うそであり、実際には、オスプレイパッド建設により１６０ヘクタール以上の面積が整備されることが明らかになりました。「授業に集中できない」「うるさくて寝られない」ヘリの騒音に悩む東村高江の子どもたちの切実な声です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党は、沖縄の闘いを励まし、沖縄・高江への国民的連帯を広げています。　３、社会保障　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「これでどうして首相のいう『介護離職ゼロ』が実現できるのか」小池書記局長は、社会保障の“負担増と給付減”に国民の怒りが高まる中、政府の「改悪メニュー」を批判しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険で要介護度の低い人への生活援助（調理や掃除など）や、福祉用具レンタルの原則自己負担化計画を追及。「（介護度の）軽い人のサービスを取り上げ、負担を重くすれば、ますます（症状が）重くなる。悪循環になり財政も悪化する」と撤回を求めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「借りたくて借りているわけではない。褥瘡（じょくそう）ができやすいので、体位を変えないといけない。（ベッドに）高さ調整などの機能を付けなければ、家族の負担が増えるのです」と怒りの声が寄せられました。こうした声を受け、厚労省は、生活援助や福祉用具レンタルの自己負担化を見送る方針を示しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株価つり上げのため年金積立金の株式運用を拡大し、１０兆５千億円もの損失を出した問題でも、安倍首相は、事実を否定できず「冷静な議論を」と弁明に終始しました。公的マネーが大企業の筆頭株主になっている実態も判明し、「社会保障を論じると『財源は』と繰り返すのに、年金に１０兆円の大穴を開けた。あまりに無責任だ」と追及しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金に関して政府は、物価上昇時でも賃金が下がれば年金支給額を引き下げる法案を出しています。野党が一致して反対しています。　　　　　　　　　　４、ＴＰＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今国会最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について、安倍首相は「他国に先駆けてＴＰＰを承認し、早期発効に弾みをつける」と前のめりですが、政府が実施している輸入米の入札（ＳＢＳ）で「調整金」と呼ばれる裏金の授受の横行が発覚し、審議の前提が崩れる事態に追い込まれています。　　　　　　　　　ＴＰＰで輸入米が増えても国産米価格には影響しないという政府試算のでたらめぶりがわかりました。政府のＴＰＰの影響試算のやり直しを求めています。　　　　　ＴＰＰの承認批准案と関連法案は、根拠が崩れたまま｢早期成立｣に突き進むのではなく、撤回すべきです。ＴＰＰを強行するのではなく、食料主権と経済主権を尊重した互恵・平等の貿易・投資のルールづくりに取り組むことこそ重要です。　５、働き方改革　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安倍政権の「働き方改革」は看板に偽りありです。　　　　　　　　　　　　　　　小池書記局長は、「残業代ゼロ」法案で対象拡大が狙われている「裁量労働制」の実情を告発。▽トヨタでは月の労働時間が基準を超え健康診断の対象となった社員が、裁量労働適用者の５人に１人に上り、▽ソニーでは社員の半分が裁量労働となり、残業に換算すると最長月９４時間働く例が出るなどして労働基準監督署が指導していること―を明らかにしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象業務が広がれば“過労死予備軍”をさらに増やすと警告。「働き方改革」とは矛盾するとして「残業代ゼロ」法案の撤回を求めると、安倍首相は「（法案を）審議、採決するかは委員会にご判断願いたい」と、従来の答弁を変化させました。　６、リニア問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リニア中央新幹線の建設計画に３兆円の公的資金投入（財政投融資）が決定しました。日本共産党は、ＪＲ東海が全額自己資金で建設するという事業認可の前提が崩れたと追及し、公金投入に道理がないことを浮き彫りにしました。リニアへの財政投融資は、２カ年で３兆円を融資するもの。３０年後から１０年かけて返済させる破格の優遇措置で、利益供与です。　　　　　　　　　　　　　　　　　リニア計画には環境省も「環境影響は枚挙にいとまがない」と警告する意見を出しています。そのうえ、人口減少社会に入っている日本で、利用者数の将来見通しも不安視され、リニア事業の採算性そのものに疑問が投げかけられています。南アルプスを巨大トンネルで貫く難工事については、費用の肥大化が懸念されています。巨額な公的資金を貸し付けたリニア事業が行き詰まり、そのツケが国民の負担として押し付けられる。そんな危険が現実になりかねません。国とＪＲ東海は計画を加速するのでなく、凍結・中止に向けた検討こそすべきです。　　　７、原発再稼働　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党の倉林明子議員は、関西電力高浜原発（福井県高浜町）の事故を想定した避難訓練（８月２７日実施）で、まともに住民が避難できなかった問題を指摘し、原発事故の避難計画の破綻を明らかにしました。「住民を被ばくさせる。こんな避難計画でいいのか」と追及すると、安倍首相は「（避難計画に）万全はない」「実際には実動組織で対応」と無責任な答弁に終始しました。　　　　　　　原発は再稼働すべきではありません。（新潟知事選の勝利は勇気づけました。）
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２６９　　　　２０１６年　１０　月　２０　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































